
参考様式第２９及び参考様式第３２の別添３

市街地復興効果促進事業の概要を示す書類

★ Ｄ 17 - 1 - 4 （継続事業）

【事業概要及び東日本大震災の被害との関係】

【基幹事業との関連性】

【事業期間】

平成26年度～令和２年度

【事業概要及び事業費】
＜平成26年度＞ 業務（1）（2） ※実績額
＜平成27年度＞ 〃 ※実績額
＜平成28年度＞ 〃 ※実績額
＜平成29年度＞ 〃 ※実績額
＜平成30年度＞ 〃 ※実績額
＜平成31年度＞ 〃
＜令和２年度＞ 〃

事業費合計（※）

【事業位置図】
別紙のとおり。

【参考】

平成31年度事業費

13,651千円
20,548千円

※今回使途決定額：令和２年度事業費19,503千円‐既配分残額6,349千円＝13,154千円

19,503千円

提出済額

回答日事業費区　　分

H29.3.30

20,000千円 H26.4.1
H27.4.6

17,690千円

　（１）復興交付金事業計画の完了に向けた整理業務
　復興交付金事業計画等の完了に向け、完了実績報告の作成補助（過年度精
査）、事業評価に関する資料の作成補助、委員会等の開催に関する資料の作成補
助を行う。

　（２）全被災者の再建完了に向けた調査・情報提供業務

２．事業（委託業務）の内容

16,416千円

＜今回提出＞

合 計 123,084千円

20,000千円

内　　訳
平成26年度事業費
平成27年度事業費

平成29年度事業費

H27.9.17

▲ 1,347千円 平成28年度事業費（入札差金による減）

▲ 1千円 平成28年度事業費（入札差金の再精査）

H31.3.27▲ 2,310千円 平成29年度事業費（入札差金による減）

20,548千円

18,652千円

全体事業費

事業番号

要綱上の事業名称 （１）市街地整備コーディネート事業

細要素事業名 山田町復興事業推進支援事業

１．事業の目的
　本事業は、山田町復興計画等に基づいた復興事業を円滑に推進するため、復興
に関する様々な情報を発信しながら日々変化する住民意向を把握し計画に反映さ
せるなど、各事業にわたる継続的・横断的な調整を図ることを目的とした事業で
ある。
　また、復興計画完遂に向け、（１）復興交付金事業計画の完了に向けた整理
（２）全被災者の再建完了のための調査・情報提供等を実施するものである。

※入札差金による減

（千円） 【前回提出時：130,478千円（7,394千円の減）】

　本事業は、区画整理事業をはじめとした復興事業を完遂するために必要となる、復
興交付金事業の過年度整理、被災者再建のための情報発信・被災者カルテの更新等を
行うものであり、基幹事業の効果を促進するものである。

16,624千円

123,084

※関連する基幹事業：D-17-6・7、9、11・12

　全被災者の再建完了に向け、まちづくりニュース等を通じた情報発信及び被災
者カルテの更新等る補助業務を行う。

令和２年度事業費

123,084千円

今 回 提 出 額

H31.3.15
20,000千円 平成30年度事業費

20,000千円 平成28年度事業費 H28.4.1

▲ 6,349千円 平成30年度事業費（入札差金による減）

19,503千円

▲ 3,376千円

▲ 3,584千円 平成27年度事業費（入札差金による減）

平成26年度事業費（入札差金による減）

20,000千円


